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調査対象事業所数、有効事業所数、回収率の推移
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調査対象事業所数 有効事業所数 回収率 （％）

正社員、正社員以外の項目追加
調査対象数の増加

不能事業所に対する補充選定を開始 調査依頼はがき送付開始

（注）昭和55、60、平成元、2、４年の確定調査対象事業所数は不明のため、概数で回収率を計算している。



法令上行うこととされ
ている事務（注）

事務の細目 実態

調査票の配付 ・調査票の配付
・調査の説明

調査票の配付はほとんど行ってい
ないが、調査対象事業所からの
照会対応（調査の説明）を
行っている。

調査票の取りまとめ ・調査票の取集
・未提出事業所に対する督促

調査票の取集はほとんど行ってい
ないが、未提出事業所への督促
を行っている。

その他調査の実施に
伴う事務

・調査票の記入内容の検査・
確認

回答のあった調査票の審査、事
業所への疑義照会を行っている。

（注）賃金構造基本統計調査規則（昭和39年労働省令第８号）第12条第３項。統計調査員が行う具体的な
事務内容については、基幹統計調査により異なる場合もあることから、基幹統計調査ごとに定められる命令により明らかに
されることとなっている。

賃金構造基本統計調査の業務について
○ 調査業務は、都道府県労働局及び労働基準監督署の職員が従事すること
とされている。統計調査員については、労働局長の指揮命令を受けて調査の実
施に伴う業務に従事することとされてきた。
○ 当調査の「統計調査員」は、調査票の記入内容の検査・確認、督促等を中
心に従事し、本調査の円滑な実施と統計の正確性確保に貢献。
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（参考）賃金構造基本統計調査の概要

調査の概要

昭和23年に「個人別賃金調査」の名称で調査を開始以降、毎年実施。昭和39年から現在の調査名称に変更

日本標準産業分類に掲げる大分類のうち「農
業・林業」及び「漁業」等を除く16産業に属する
事業所
常用労働者５人以上を雇用する民営事業所
（５～９人の事業所については企業規模が５
～９人の事業所に限る。）及び常用労働者10
人以上を雇用する公営事業所
⇒約８万事業所（母集団:約140万事業所）
上記事業所に雇用される労働者
⇒約170万人（母集団:約4,200万人）

調
査
票
及
び
調
査
事
項

【事業所票】
事業内容、雇用形態別労働者数（常用労働者・臨時労働者）、
企業全体の常用労働者数、新規学卒者の初任給額及び採用人員
等
【個人票】
労働者の性、雇用形態、就業形態、最終学歴、年齢、勤続年数、
役職又は職種、経験年数、実労働日数、所定内実労働時間数、超
過実労働時間数、きまって支給する現金給与額、超過労働給与額、
通勤手当・精皆勤手当・家族手当、賞与・期末手当等特別給与額
等

厚生労働省ー都道府県労働局ー労働基準監督署ー調査員ー報告者

結果公表
概要：調査実施翌年の３月
詳細：調査実施翌年の６月

調査の沿革

調査範囲
及び

報告者数

調査組織

調査期日 毎年６月30日現在（ただし、個人票のきまって支給する給与額等については６月１か月間、また、個人票の賞与・期末手当等特別給与
額については調査実施前年の１月１日から12月31日までの間）

主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経
験年数別等に明らかにし、厚生労働行政の基礎資料を得ることを目的とする。

調査の目的

調査実施課 厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）付参事官（企画調整担当）付賃金福祉統計室
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